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(2) 詳細は，拙稿 11930年代朝鮮内労働力移動についてJ (京都大学『経済論叢』第147巻 1 ・ 2 ・ 3 号，





政策」と表現すると，本書では r J 付きで引用されているものの，古典的な自由放任政策と
混同される恐れがあるのではないだろうか。この大恐慌後の30年代前半の朝鮮の経済政策が自
由放任政策とは異なることは，雇用の確保が意図されていることや，投資環境の整備として北
部に大規模な水力発電を開発していることなどにより明らかであろう。
したがってここで必要となるのは，統制計画主義とも自由放任政策とも異なる 30年代前半の
朝鮮の工業化政策の位置付けであろう。その分析に際しては，工業化に対する資本投入の変化
がひとつの視点となるのではないだろうか。本書で、も第四章において朝鮮工業への資本投入が
分析されているが，ここでの分析の主眼は， 30年代の朝鮮工業の民族別資本構成や資本系列の
析出に置かれており，間接投資や総督府による財政支出も含めた，資本投入全体の把握は行な
われていない。こうした資本投入全体が， 30年代前半と後半の工業化政策の変化と関連づけて
分析されると，両者の位置付けがより明確になるのではないだろうか。
3 円ブロックと朝鮮工業化
第一章でも述べられていたように，朝鮮工業化を惹起した一方の軸となったのは，大恐慌後
のブロッグ経済の構築であった。大恐慌後の金本位制停止によって，多角的決済網が崩壊した
結果，それまでの世界の貿易体制は大きく変容し，日本も次第にブロック化を指向していった
が，本書では第五章にて，この円ブロック内の貿易構造の分析を行なっている。そしてこの分
析を通して，朝鮮工業化とブロック経済構築との関係，および朝鮮のブロック内での位置付け
が検討されている。さらには決済問題の考察を通じて，円ブロック内分業の非完結性も指摘さ
れている。
まず，円ブロック内の貿易構造の分析を簡単にまとめてみよう。円ブロック構築後， 日本の
貿易に占める植民地圏の比重は，輸出では上昇したが輸入で、は停滞しており，この結果，日本
の対植民地圏貿易収支は30年代後半には大幅な出超に転換している。これに対して，朝鮮の対
日収支は， 32年以降，それまでの黒字から大幅な赤字計上に転換している。また朝鮮の対日貿
易構造も大きく変化している。まず移入品は，繊維などの消費財の比重が減少し，設備投資財
などの重化学工業品が急激に増加している。日本の機械類輸出の約八割が植民地圏向けで，そ
のうち朝鮮だけで約三割を占めるに至っている。これは朝鮮での急激な工業化に伴う資本財移
入によるものである。一方移出品は，以前として米が最大の品目となっているものの，全体に
占める割合は徐々に低下し，代わって急速な工業化を反映して鉱工業品が急増している。同じ
円ブロックの中でも，台湾の場合は以前として米・砂糖などの一次産品移出が中心であり，こ
の鉱工業品移出の急増は朝鮮の特色である。次に，朝鮮と他の円ブロック圏内との貿易を見て
みると，朝鮮の満州への紡織工業・化学工業品の輸出が急増しているのが注目される。この貿
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易は， 30年代前半では日本製品の中継貿易の側面が強かったが，後半では朝鮮製品が主体とな
っている。
このように朝鮮は， 日本の重化学工業品の販売市場となる一方で，円ブロック内への工業原
料・軽工業品の供給地としての役割を担っており，このような形でブロック内分業が構築され，
朝鮮で工業化が進められたことが示されている。しかしここでの分析が第一章で示された工業
化政策の転換と必ずしも関連づけて論じられていないのは疑問が残るところである。 30年代の
工業化を，民間資本が主導した時期と，統制計画に基づ、く軍事工業化が進展した時期の二つに
峻別することが可能であるならば，この変化は貿易構造にも表現されているのではないだろう
力、。
きて，このようにして東アジアにおけるアウタルキーの確立を目指して，円ブロックが構築
されたわけであるが，周知のように，この円ブロック圏の内部のみでの再生産の確立は不可能
であった。本書ではこの問題を物的タームだけでなく， ヒルガートを援用して貿易決済問題の
観点、から分析することにより，円ブロックの構築そのものが日本の再生産構造にとって破壊的
であったことを示している。
この貿易決済問題を再生産構造と絡めて理解すると，次のようになろう。日本が本国での重
化学工業の育成を図って，円ブロック圏内への工業製品の輸出を増大させると，円為替の受け
取りが増大する。しかしこの重化学工業の育成には，円ブロック圏外からの資本財や原料輸入
が必要不可欠であった。その決済のためには外貨が必要となる。しかしこの時期急増していた
円ブロック圏内への輸出では外貨は獲得できず，一方でブロック圏外への輸出は困難であり，
日本はジレンマに立たされることになる。したがってこのジレンマの解消のため，本書でも述
べられているように， 日本本国だけでなく朝鮮においても円ブロック圏への輸出制限や円ブロ
ック圏外への輸出の奨励が実施されるが，このようにして外貨の増大を実現するのは容易なこ
とではなかった。こうした貿易決済を観点とした分析により，ブロック経済内での再生産の駐
路がその崩壊を導くものであったことが容易に理解されると言えよう。しかし貿易決済の問題
を今後より明確に把握するには，短期・長期の資本流入，さらには朝鮮銀行などの当時の外国
為替銀行の資金ポジションや貿易金融のあり方などが詳細に検討される必要があろう。
4 植民地支配の崩壊と経済再建
さらに本書は，終章にて植民地期の工業化が解放後の経済再建に及ぼした影響にも言及して
いる。前述の貿易構造の分析で明らかにされたように，植民地期の朝鮮工業は，生産財や技術
を日本へ全面的に依存しており， 日本との連関で初めて再生産が完結する構造となっていた。
したがって， 日本の敗戦に伴う植民地支配の崩壊は，この構造の崩壊を意味したことが指摘さ
れている。また， 1930年代の朝鮮工業化に伴って，朝鮮北部・中部を中心とした地域に多数の
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工場や鉱山，電力などのインフラストラクチュアーが互いに連関を持つ形で整備され，朝鮮内
においても一定の地域的分業関係が形成されていたが，南北分断によりこの地域的な経済循環
が断絶してしまったため，経済再建が非常に困難になったことが強調されている。
この解放後の経済再建への影響を子細に検討するには， 1930年代にとどまらず解放直前まで
の工業化を検討する必要があろうが，ここで強調されている視点は重要であろう。ブロック経
済のなかで、の肢行的な分業体制の一翼を担わされた朝鮮工業は，ブロック経済の崩壊とともに
その肢行性の故に困難に陥ったこと，さらにある程度は形成されていた国内の産業連関が南北
分断により切断されたことは，現在の韓国の経済発展を考える際にも忘れてはならない点と言
えよう。 1930年代の朝鮮の急激な工業化は，生産力の急拡大と，都市人口の増大に見られるよ
うな社会構造の変革をもたらした。しかし， 日本の敗戦に伴う円ブロッグ大の分業体系の崩壊
は，朝鮮工業がそれまで依存していた生産財の購売市場，技術の導入さき，資本関係，製品の
販売市場という，再生産において根幹をなすものすべての喪失を意味したので、ある。さらに朝
鮮は解放後の南北分断によって，国内の分業体系までも崩壊したので、ある。南北双方とも，解
放後の経済再建は，分業体系の崩壊に伴って発生した大量の失業者と，産業連関を喪失した物
的資本を前にして，言わばゼロから始められなければならなかったので、ある。そしてこの物的
資本が，解放後の朝鮮戦争によって大きな損害を受けたことも忘れられてはならないで、あろう。
こうした観点から見ると，植民地時代の工業化と現代の韓国の経済発展との聞には，大きな断
絶が存在しているといえよう。
しかし一方で，この断絶が現代の韓国の経済発展につながっている面も考えられる。本書の
第四章では，朝鮮工業化をもたらした資本投入が分析されており，当時朝鮮の鉱工業に大規模
な投資を行なった，日窒・三井・三菱などの日本の財閥・新興財閥の名が数多く現われている
が，当然ながら，これらの企業による朝鮮の鉱山や工場の所有は日本の敗戦で消滅してしまい，
現在は，以前所有していた鉱山や工場とは何の資本関係もない。しかしこの当然の事実は，他
の多くの発展途上国にとっては，現実からは遠い事実なのである。多くの発展途上国にとって，
白国の資源の国有化は戦後の苦闘の歴史であったが，韓国はそのような状況とは無縁であった。
間接投資を主とした外資導入と，世界市場向けの輸出指向工業化という，韓国の徹底した開発
政策も，植民地支配との断絶がその前提となっていたと見ることができょう。
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